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平成 19年 8月 23日 

国土交通省都市・地域整備局 

下水道部下水道事業課 

 

平成１８年度末の下水道整備状況について 

 

国土交通省では平成 18年度末の全国の下水道整備状況を取りまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞ 

なお、汚水処理関係 3省（農林水産省、環境省、国土交通省）連名で、汚水処理人口普及率（下

水道、農業集落排水等、合併処理浄化槽等の合計普及率）を同日付で別途公表しています。 

汚水処理人口普及率 ８０．９％（H17 末）→８２．４％（H18 末） 

・下水道処理人口普及率：７０．５％（前年比１．２％増）
・下水道整備人口：約８，９６１万人（前年比１５９万人増）

・人口５万人未満の都市の下水道処理人口普及率：４１．２％
・普及率が５０％を下回る都道府県：１５県

下水道処理人口普及率： 「総人口に対する下水道を利用できる人口の割合」

○下水道の普及に向けて着実に推進

○未整備人口・地域間格差等を今後早急に解消すべき

ポイント

これまでの成果と整備効果

これからの課題

・下水道の普及とともに河川の水質も向上
（例）愛媛県傍示川流域の普及率０％（H6 ）→77％（H18 ）
ＢＯＤ：１６．０mg/l（H6）→２．３mg/l（H18)

○下水道の普及による公共用水域の水質保全

ＢＯＤ： 河川の水質を示す指標。一般的に数値が小さいほど水質がよい。

→地域条件に適した効率的な下水道整備を推進

「下水道未普及解消クイックプロジェクト」「下水道未普及解消クイックプロジェクト」



都道府県別　下水道処理人口普及率
（平成１８年度末）
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順位 都道府県名 H18末 順位 都道府県名 H18末 順位 都道府県名 伸び
普及率 普及率 (H17→H18）

1 東京都 98.7% 43 鹿児島県 37.3% 1 佐賀県 2.8%
2 神奈川県 95.0% 44 島根県 35.8% 2 三重県 2.61%
3 大阪府 90.4% 45 高知県 29.3% 3 新潟県 2.58%
4 兵庫県 89.7% 46 和歌山県 16.0% 4 山梨県 2.4%
5 京都府 88.0% 47 徳島県 11.9% 5 岐阜県 2.3%

　・１５県が５０％以下の水準、平均を上回るのは１３都道府県のみ
　・都道府県の普及水準に大きな格差（１１．９％～９８．７％）

５０％

全国の下水道処理人口普及率：７０．５％

全国平均値
７０．５％
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都道府県庁所在地都市の下水道処理人口普及率
（平成１８年度末）
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　・１６都市が全国平均値以下
　・うち４都市は５０％以下の水準に過ぎない
　・県庁所在地都市間の普及水準にも大きな地域間格差
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７．９％～９９．９％）

５０％

県庁所在地都市の下水道処理人口普及率：８９．２％

全国平均値

７０．５％

札幌市
青森市
盛岡市
仙台市
秋田市
山形市
福島市
水戸市
宇都宮市
前橋市
さいたま市
千葉市

東京都区部
横浜市
新潟市
富山市
金沢市
福井市
甲府市
長野市
岐阜市
静岡市
名古屋市
津市
大津市
京都市
大阪市
神戸市
奈良市
和歌山市
鳥取市
松江市
岡山市
広島市
山口市
徳島市
高松市
松山市
高知市
福岡市
佐賀市
長崎市
熊本市
大分市
宮崎市
鹿児島市
那覇市

札幌市
青森市
盛岡市
仙台市
秋田市
山形市
福島市
水戸市
宇都宮市
前橋市
さいたま市
千葉市

東京都区部
横浜市
新潟市
富山市
金沢市
福井市
甲府市
長野市
岐阜市
静岡市
名古屋市
津市
大津市
京都市
大阪市
神戸市
奈良市
和歌山市
鳥取市
松江市
岡山市
広島市
山口市
徳島市
高松市
松山市
高知市
福岡市
佐賀市
長崎市
熊本市
大分市
宮崎市
鹿児島市
那覇市

順位 市区名 H18末 順位 市名 H18末

普及率 普及率

1 大阪市 99.999% 43 大分市 52.3%

2 東京都区部 99.9% 44 高知市 49.1%

3 横浜市 99.7% 45 津市 38.6%

4 札幌市 99.6% 46 和歌山市 29.5%

5 福岡市 99.4% 47 徳島市 27.9%



都道府県別　町村の下水道処理人口普及率
（平成1８年度末）
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　・町村の平均普及率は全国平均値の１／２程度の水準
　・都道府県別に見た町村の平均普及率にも大きな地域間格差
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１．８％～７７．１％）

全国平均値
７０．５％

町村平均値
４１．９％

対象：全国１０２２町村

町村の下水道処理人口普及率：４１．９％

順位 都道府県名 H18末 順位 都道府県名 H18末
普及率 普及率

1 大阪府 77.1% 43 愛媛県 13.4%
2 滋賀県 72.6% 44 和歌山県 10.3%
3 兵庫県 70.5% 45 高知県 9.9%
4 神奈川県 70.2% 46 鹿児島県 3.9%
5 京都府 70.1% 47 徳島県 1.8%



 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成１８年度に新たに供用を開始した市町村
（平成１８年４月２日から平成１９年４月１日までの間に供用開始した都市）

青森県 佐井
さ い

村
むら

埼玉県 横瀬
よ こ せ

町
まち

神川町
かみかわまち

東京都 檜原村
ひのはらむら

新島村
にいじまむら

神奈川県 真鶴
まなづる

町
まち

岐阜県 神戸町
ごうどちょう

愛知県 扶桑町
ふそうちょう

奈良県 平群
へ ぐ り

町
ちょう

和歌山県 上富田町
かみとんだちょう

島根県 大田市
お お だ し

岡山県 新庄村
しんじょうそん

奈義町
なぎちょう

広島県 竹原市
たけはらし

愛媛県 伊方町
いかたちょう

高知県 土佐町
とさちょう

福岡県 直方市
のおがたし

八女市
や め し

筑後市
ち く ご し

大川市
おおかわし

宮
みや

若
わか

市
し

佐賀県 みやき町
ちょう

玄海町
げんかいちょう

熊本県 南小国町
みなみおぐにまち

宮崎県 野尻町
のじりちょう

計２５市町村



参考１
都道府県別 下水道処理人口普及率

（平成18年度末）

都道府県 普及率 順位 都道府県 普及率 順位 政令都市 普及率

北 海 道 ８７.９％ ６ 福 井 県 ６５.０％ １８ 札 幌 市 ９９.６％

滋 賀 県 ８２.２％ ７

京 都 府 ８８.０％ ５ 仙 台 市 ９７.３％

青 森 県 ４９.７％ ３３ 大 阪 府 ９０.４％ ３

岩 手 県 ４８.１％ ３５ 兵 庫 県 ８９.７％ ４ さいたま市 ８２.４％

宮 城 県 ７４.１％ ９ 奈 良 県 ６９.８％ １４

秋 田 県 ５３.１％ ２８ 和歌山県 １６.０％ ４６ 千 葉 市 ９６.７％

山 形 県 ６６.６％ １５

福 島 県 ４４.１％ ３７ 東京２３区 ９９.９％

鳥 取 県 ５８.２％ ２３

島 根 県 ３５.８％ ４４ 横 浜 市 ９９.７％

茨 城 県 ５１.７％ ３２ 岡 山 県 ５２.３％ ３１

栃 木 県 ５６.９％ ２４ 広 島 県 ６５.２％ １７ 川 崎 市 ９９.３％

群 馬 県 ４４.８％ ３６ 山 口 県 ５４.４％ ２７

埼 玉 県 ７３.５％ １０ 静 岡 市 ７２.０％

千 葉 県 ６４.８％ １９

東 京 都 ９８.７％ １ 徳 島 県 １１.９％ ４７ 名古屋市 ９８.４％

神奈川県 ９５.０％ ２ 香 川 県 ３７.７％ ４２

山 梨 県 ５５.４％ ２６ 愛 媛 県 ４３.５％ ３８ 京 都 市 ９９.１％

長 野 県 ７４.２％ ８ 高 知 県 ２９.３％ ４５

大 阪 市 *１００％

新 潟 県 ６１.０％ ２２ 福 岡 県 ７２.０％ １３ 堺 市 ９２.４％

富 山 県 ７３.４％ １１ 佐 賀 県 ４１.９％ ３９

石 川 県 ７２.９％ １２ 長 崎 県 ５２.７％ ３０ 神 戸 市 ９８.５％

熊 本 県 ５６.６％ ２５

大 分 県 ４１.３％ ４０ 広 島 市 ９２.５％

岐 阜 県 ６４.６％ ２０ 宮 崎 県 ４８.３％ ３４

静 岡 県 ５２.８％ ２９ 鹿児島県 ３７.３％ ４３ 北九州市 ９９.８％

愛 知 県 ６５.７％ １６

三 重 県 ４０.１％ ４１ 沖 縄 県 ６３.３％ ２１ 福 岡 市 ９９.４％

全 国 ７０.５％

一般都市 ６１.９％

政令都市 ９７.６％

（注）・都道府県の下水道処理人口普及率には政令都市分を含む。
・下水道処理人口普及率は小数点以下２桁を四捨五入している。
（＊は四捨五入の結果100％と表記している。）
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